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済
成
長
で
税
収
増
を
図
り
、

財
政
再
建
と
経
済
再
生
の
両

立
を
図
る
と
い
う
の
が
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
の
戦
略
の
一
つ
だ
が
、
２
０

１
６
年
度
決
算
に
お
け
る
国
の
税
収

（
55
・
５
兆
円
）
は
当
初
の
税
収
見
積

も
り
か
ら
２
・
１
兆
円
下
振
れ
し
、
前

年
度
比
で
０
・
８
兆
円
の
マ
イ
ナ
ス
と

な
っ
た
。
７
年
ぶ
り
の
前
年
度
割
れ
で
、

日
本
経
済
が
景
気
の
下
降
局
面
に
向
か

い
始
め
て
い
る
表
れ
か
も
し
れ
な
い
。

　
す
で
に
、
20
年
度
の
基
礎
的
財
政
収

支
（
Ｐ
Ｂ
）
の
黒
字
化
目
標
も
達
成
が

難
し
い
状
況
に
あ
る
。
７
月
18
日
に
公

表
さ
れ
た
内
閣
府
の
「
中
長
期
の
経
済

財
政
に
関
す
る
試
算
」
の
改
訂
版
に
よ

れ
ば
、
20
年
代
初
頭
に
か
け
て
実
質
Ｇ

Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
２
％
程
度
ま
で
上
昇
す

る
高
成
長
ケ
ー
ス
（
経
済
再
生
ケ
ー

ス
）
が
実
現
し
、
19
年
10
月
に
消
費
税

率
の
引
き
上
げ
を
実
行
し
て
も
、
20
年

度
の
国
と
地
方
の
Ｐ
Ｂ
は
８
・
２
兆
円

の
赤
字
に
な
る
と
い
う
（
国
の
税
収
が

16
年
度
か
ら
20
年
度
で
約
11
兆
円
増
え

る
想
定
に
も
か
か
わ
ら
ず
）。

　
高
成
長
の
「
経
済
再
生
ケ
ー
ス
」
は
、

２
％
成
長
と
し
て
い
る
点
で
現
実
的
で

は
な
い
が
、
と
り
わ
け
「
全
要
素
生
産

性
」（
Ｔ
Ｆ
Ｐ
）
の
想
定
が
非
現
実
的
だ
。

16
年
度
の
Ｔ
Ｆ
Ｐ
は
０
・
６
％
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
20
年
度
初
頭
に
か
け
て
２

・
２
％
程
度
ま
で
上
昇
す
る
と
い
う
。

こ
れ
は
日
本
経
済
が
デ
フ
レ
状
況
に
陥

る
前
の
１
９
８
３
年
か
ら
93
年
の
Ｔ
Ｆ

Ｐ
の
平
均
値
で
、
お
お
む
ね
バ
ブ
ル
期

の
値
に
近
い
。

　

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
０
・
７
％

（
名
目
成
長
率
は
１
・
２
％
程
度
）
の

慎
重
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
25
年
度
の
財
政

赤
字
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
）
は
４
％
程
度

に
な
る
と
、
内
閣
府
は
予
測
し
て
い
る
。

消
費
増
税
を
先
送
り
す
れ
ば
、
赤
字
幅

は
５
％
程
度
に
拡
大
し
か
ね
な
い
。

　
こ
の
場
合
、
ド
ー
マ
ー
命
題
を
利
用

す
れ
ば
、
最
終
的
に
収
束
す
る
公
債
等

残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
は
４
１
６
％
に

達
し
て
し
ま
う
。
16
年
度
時
点
で
公
債

等
残
高
は
１
９
０
％
と
、
ギ
リ
シ
ャ
よ

り
高
い
水
準
に
あ
り
、
財
政
の
現
実
を

直
視
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
楽
観
論

か
ら
は
決
別
す
べ
き
で
あ
る
。

「
財
政
民
主
主
義
」
と
い
う
言
葉
が
表

す
通
り
、
財
政
は
「
政
治
の
鏡
」
で
あ

る
が
、
財
政
規
律
を
取
り
戻
す
か
否
か

は
我
々
国
民
の
選
択
次
第
で
あ
る
。
安

倍
１
強
体
制
が
揺
ら
ぎ
、
残
り
１
年
半

以
内
に
衆
院
選
が
迫
る
中
、
国
民
に
も

決
断
が
問
わ
れ
て
い
る
。
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経済再生ケースが想定する2020年代
初頭での全要素生産性（TFP）
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